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研究成果の概要（和文）：戦後の沖縄における米軍基地建設により強制移転した村落のその後の共同体の変化と
祭祀ほか年中行事の変容を文化人類学的な視点より再考するものである。具体的には戦後、多くの村落面積を摂
収された、沖縄本島の中部地区の村落を１強制移転村、２基地返還地の村落　３、基地に消えた村落を対象に、
読谷村楚辺・宇座地区、北谷町砂辺・桑江地区への人類学的調査を実施した。調査項目は、自治会・郷友会の組
織と活動、現在の年中行事、祭祀対象・聖地・墓、祭祀集団である。これらの分析の結果、従前の研究のシマの
論理と伝統的な沖縄の社会学的解釈・分析概念を超えた人類学における基地問題と＜越境＞＜境界＞による理解
を可能とした。

研究成果の概要（英文）：Okinawa villages, “shima” was requisitioned as a US military base, and the
 residents were forcibly relocated after World WarⅡ. When the base was released people of the 
community were able to resume living in the original village. How revitalized a society by the 
border of the community and the district of“Yomitan” and” Chatan” village ? After the war, 
Okinawa Prefecture Yomitan and Chatan Town was taken over by the US military base site, and all 
residents were forced to relocate to other areas. The base site was returned and residents returned 
to the village, but the area was developed around the military base from 1970 as a residential area 
for military family and base workers. In 1972, since then the group and the governmental association
 coexist in the same district ,through this new community style and process of change, I examined 
the problems of border crossings and cultural resources.

研究分野： 文化人類学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
本研究は、戦後 70 年を経過する沖縄県下

において伝統的村落の一部もしくは全域を

米軍基地建設により接収され強制移転した

村落の戦後の再構築と基地返還跡地利用に

伴うコミュニティーの再編成に関する文化

人類学的研究である。この問題提起は、従前

の沖縄における基地および基地周辺の地域

研究が、軍事・政治・財政問題あるいは行政

資料中心の課題に傾斜する一方、沖縄文化研

究においても静態的な村落共同体が前提と

され基地化された村落における文化変容を

十分にとらえきれないまま「沖縄振興」の議

論がすすめられてきたことへの内省をこめ

ている。先行研究として、『基地の返還・移

設・跡地利用と沖縄振興』（高橋明善他：2002）

では主に地方行政の観点から、沖縄の基地返

還跡地の利用計画全般と沖縄県北部振興計

画の問題点を分析している。 

本研究申請者は「戦の世を超えるエスノグ

ラフィー（楚辺編）―米軍基地接収による強

制移転村の住民自治と文化変容」（山内健

治：2003）、「米軍基地化に伴う強制移転村落

の社会人類学的研究」（同：2006）において、

読谷村楚辺における強制移転村の文化変容

と共同体の諸問題につい論じた。読谷村の場

合、村内全域が軍用地として摂取されて以後、

暫時、軍用地返還がなされてきたが、未だに

村内面積の約４３％が基地に接収されたま

まである。旧集落内の墓地・火の神・ノロ神・

水の神等の聖地＝文化的シンボルが基地内

にある字が残っている。同村集落での現在的

課題は、主に 2点あげられる。第一は、基地

内にある聖地・拝所を今後、基地の外に移転

するか否か。また移転した場合、祭祀行事が

途絶えた現在、聖地・拝所に付随する継承者

の正当性・財産権（軍用地主料と同等）の問

題が絡む。第二の問題は、戦後、移転した新

集落も 70 年を経過し、いわゆる新住民も多

い。旧集落から移転した旧住民と新住民は混

在して居住しており、旧自治区加入人口（属

地人口）と行政区加入人口には大幅な差異が

認められる。基地返還跡地に複数の異なる旧

字民と新住民が共住している地域もあり、子

供会・老人会をはじめとする自治会活動や、

伝統的行事・祭祀行事を復活するにしても、

どの単位で行うかが議論され、現在において

も解決がついていない。本研究では「基地に

接収されたままの集落」「一部もしくは全面

返還された集落」「強制移転村」における共

同体の現在について広範な調査を実施し比

較分析する。そのため沖縄県読谷村・北谷

町・沖縄市の複数の自治体をサンプリングし

戦後の住民自治の変遷と文化継承に関する

分析を行い各コミュニティーの再編の特質

を明らかにする。戦後 70 年を経た沖縄の基

地問題の新たなる課題としての共同体の変

遷と再編・創造に関する人類学的研究である。 

 
２．研究の目的 
本研究は、沖縄県の基地周辺もしくは基地
返還跡地に関する共同体のあり方について、
文化人類学的視点より分析する。「基地跡地
問題」に関しては、これまで行政サイドから
の文化振興計画・都市構想が多く、過去に基
地接収を受容してきた住民のその後の自
治・文化変容にもとづいた研究・提言は少な
い。本研究では戦後 70 年、基地化に伴い旧
集落の強制接収・移転・返還を受容してきた
共同体の実態調査を通じて基地と周辺住民
の自治問題とその再活性化に必要な社会・文
化的条件を記述・分析し軍用地返還後に再編
されるコミュニティーの葛藤と共生の諸問
題をとらえる。本研究は現在までに経験して
きた基地周辺住民の自治再編と文化継承の
諸問題に関する実証的に研究であり、今後の
沖縄振興への提言である。本研究では、基地
周辺の複数の市町村をサンプリングし基地
接収・移転・返還の経過とその後の共同体の
再編と文化変容について実態調査を行う。以
下に調査予定地別にその特徴を記述し本研
究期間内に明らかにしようとする具体的な
課題をまとめる。 
ア）読谷村：現在なお村内約４３％の面積が

米軍用地に摂取されている村である。昭和

４５年に旧読谷飛行場（米軍施設）が返還

された飛行場内に読谷村役場が新設され

文化施設、運動場他、村民共有施設を集約



するなど「平和共存・文化継承」を合言葉

に村の再生をはかってきた。しかしながら、

未返還の「楚辺トリイ通信施設」に居住し

ていた旧楚辺住民は強制移転地での生活

が戦後 70 年を経過している。基地内の墓・

聖地の移転をめぐり住民間での議論が続

いている。また、同村宇座地区では、基地

返還跡地に多くの新住民が居住し、旧宇座

地区住民の墓・聖地が返還地にあるため、

新住民と旧住民の住民自治の統合・伝統行

事の復興・聖地・祭祀場の処遇をめぐり模

索中である。 

イ）北谷町：同地区では、嘉手納基地一部返
還（昭和５9 年）以降、開発振興計画が進
められ新開発地に多くの新住民が移転し
てきたが、旧北谷町住民に関わる「キャン
プ瑞慶覧」「キャンプ桑江」基地の返還が
平成１５年以降すすめられ、現在、旧北谷
町区長会により公民館連合構想が、すすめ
られている。これにより砂辺・桑江・下勢
頭・吉原・北谷地区等の合同の自治会連合
が構成されるだけでなく新コミュニティ
ーとしての活動として綱引きをはじめと
する伝統行事が復活し新住民とも統合し
たまちづくりを目指している。 

ウ）沖縄市：泡瀬地区では「泡瀬通信施設」
（昭和 61 年返還）後、米軍用地であった
海岸地帯の干拓とともに新興住宅地建設
が進み、旧住民人口を新住民人口がしのい
でいる。一方で旧住民は新住民と共に泡瀬
復興期成会が結成され、自然保護の一環と
して残された村落景観の保存と文化継承
の活動を行っている。また、かつて基地内
にあった荒廃した聖地を整備するととも
に、旧村落の象徴的な神（火の神他）を返
還跡地に統合し祭祀している。さらに同市
にかつてあった呉富士集落は、嘉手納基地
内に旧集落全体が接収され文字どおり「基
地に消えた村」として沖縄で語られている。
しかし、コミュニティーそのものが消失し
たわけではないと考える。現在、旧呉富士
住民は沖縄県内外に散住しているが、郷友
振興会を昭和５８年年に設立し、嘉手納基
地南部に隣接する地に郷友会館を建設し、
同会の定期会合を行っている。目的は旧集
落住民の親睦が主であるが、現在、年 1回、
基地内の旧集落跡地・墓・拝所巡りのバス
ツアーを実施する他、基地内にある旧集落
の民俗地図を作成中である。以上の市町村
における基地とその周辺村落・返還跡地で
の共同体の再編成は、多くの差異点と共通
点がみられる。本研究で明らかにしようと
する課題は、基地に接収されたままの集落、
一部もしくは全面的に返還された集落、戦

後、強制移転したままの集落における現在
の共同体の再編成において何が重要であ
り、戦後 70 年を経て、新住民とも共生す
る共同体自治の有り方と、伝統的行事も含
め旧村落のアイデンティティー・文化的シ
ンボル（伝統的行事・聖地・拝所他）の継
承とその現在である。研究期間内に明らか
にする目的は今後の基地返還・跡地利用の
仮想モデルではなく、現在、進行している
基地周辺の共同体再編に関する自治・文化
継承に関する諸問題の実態を明らにする
ことにある。 

 
３．研究の方法 
「基地に接収されたままの集落」「旧集落の
一部・全面返還された集落」「強制移転村」
について沖縄県読谷村・北谷町・沖縄市の複
数字（10 地区予定）をサンプリングし接収・
移転・返還の経過と住民自治および文化継承
についての比較研究を行う。基地関係の行政
的資料に関しては各市町村役場と連携し資
料収集をはかるが、とくに基地対策課および
各市町村史編纂室の協力をえる。本研究の目
的の中心となる共同体再編における旧住民
と新住民の葛藤と共生については各住民に
聞き取り調査を実施するとともに、字単位の
自治活動については各集落区長・公民館への
聞き取り調査・資料収集を実施する。基地
内・基地外にある旧集落の文化的シンボル
（聖地・拝所等）の現在、伝統的文化行事の
復活・再編については、文化人類学的なイン
タビューおよび参与観察を実施する。以上の
資料により基地周辺における共同体再編に
ついて記述・分析する。 

ア）米軍基地化に伴い「強制移転し未だ

帰村できない集落」と「旧集落地の全

面返還が行われた集落」における住民

自治と文化継承に関連する実態調査を

実施する。また、関係自治体（主に市

町村役場基地対策課、市町村史編纂

室・区長会）から基地接収の経緯・移

転・返還軍用地利用の行政的記録・資

料提供を受ける。 

イ）平成 27 年度は、沖縄県読谷村（楚辺・

都屋・宇座）の各字を選定し各字の住

民自治組織・活動の変遷、文化継承の

聞き取り調査と住民の意識調査を実施

した。 

※聞き取り調査の主な項目 

・基地化・移転時・軍用地返還後の経緯

と住民生活の変容に関する項目 



・住民自治加入規約・組織・活動内容 

・旧字自治加入と現行政区加入人口の差異

に関する理由 

・米軍基地内・返還用地に残る文化的シ

ンボル（聖地・拝所・秘書ノロ神・火の

神・水の神他）の民俗調査ならびに旧集

落の民俗地図の作成 

・旧集落地での伝統行事に関する民俗調

査ならびに現行行事の内容と参加単位 

・基地内に残留する墓の移転に関する調

査 

・旧集落住民と新住民のコミュニィティ

ー再編の事例収集（自治体単位の拡大と

新たな行事創設・伝統行事復活他） 

・軍用地主会・黙認耕作地農業者への軍用

地返還後の意見 
ウ）上記調査項目は本研究における基本的
調査項目であり、各調査地の特質に合わせ
重点課題を設定した。平成 27 年度に実施
予定の読谷村宇座地区は、強制移転後、ボ
ーロ―ポイント射爆場（昭和 51 年返還）、
「瀬名波通施設」（平成７年返還）が返還さ
れたが、返還地に旧集落の聖地・拝所・墓
が残されたままである。現在、返還地には
新住民が多く居住しており、旧住民との間
に、文化遺産の処理をめぐり葛藤が続いて
いる。楚辺地区は「楚辺トリイステーショ
ン」基地が強化される中で、強制移転村か
らの帰村計画は皆無である。基地内の聖
地・拝所巡りや伝統的行事は、旧住民によ
り実施されている。移転地に転入してきた
新住民は新たに建設された公民館活動、自
治活動への参加は、みられない。しかし近
年、新旧住民の子ども会が結成され、ハー
リー大会が復活した。こうした旧住民と新
住民の葛藤・共生に関わり対比的な読谷村
内の住民自治の在り方について精査する。 
 
４．研究成果 
３年間で得られたデータと研究成果はつぎ
のとおりである。 
１）沖縄県本島中部地区のシマ社会の詳細な
祭祀共同体と基地問題の関係性が字別のデ
ータによって収集できた。具体的にはつぎの
通りである。 
A 読谷村内の楚辺と宇座地区での基地内土地
財産と返還後の字・集落自治の変遷について
詳細なデータが集積した。 
B 北谷町内での基地内の聖地に関するデー
タ、映像、祭祀集団の現状に関する資料集積
ができた。 
C 基地周辺の共同体および聖地のマッピング、

地理情報が現地の教育委員会と共に連携し
完成した。 
２）本研究で得られた結論と課題 
従前の戦後の沖縄基地周辺の共同体研究・村
落類型論は、主に社会学概念による分析が主
体であった。例えば、「公民型」「属人・属地」
のコミュニティ論であったが、主に基地内の
共有財産と村落自治の関係を問題にしてき
た。本研究では、そのような経済的な共有の
問題とともに、基地に接収された聖地（火の
神・火の神・墓）他を現在のコミュニティに
所属する人々が、なぜ巡礼するのか、その祭
祀的世界の再構成に着目した。結果、沖縄の
基地周辺の村落の精査により、むしろ、沖縄
の伝統的村落の構造原理―シマーの論理を
みて取れることが判明した。そのことは、今
後の沖縄研究の一つの方向性を示した。 
３）本研究で行われた社会的発信およびシン
ポジュウム他 
A「コザ暴動展イン東京」シンポジュウム 
2017 年 4 月 29 日：明治大学グローバルホー
ルにて、沖縄の戦後の基地と共同体に関する
シンポジュウムの一貫として開催した。 
主な発表者：比屋根照夫（琉球大学名誉教授） 
金平茂紀（ジャーナリスト）他１０名。 
B「国際社会の中の沖縄・奄美」シンポジュ
ウム 
沖縄・奄美研究の現時点の総括を考えて、渡
邊欣雄（首都大学東京名誉教授）、クライナ
ー・ヨーゼフ（ボン大学名誉教授）を招聘し
て、本科研事業として国際シンポジュウムを
開催し研究代表者（山内健治）を含め沖縄研
究の成果と課題を整理した。その講演録は近
日内に公刊予定。 
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